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マルチ無線プロアクティブ制御技術
Cradio®は、時々刻 と々変化するユー
ザ要求と利用環境に追従することで、
ユーザに無線ネットワークを意識させ
ないナチュラルな通信環境を提供し続
けるための無線技術群である。
Cradio®は、無線センシング・可視
化技術、無線ネットワーク品質予測・
推定技術、無線ネットワーク動的設計・
制御技術と、これらを連動する協調
技術により構成される（図１）。　
無線センシング・可視化技術では、

さまざまな無線通信システムにおい
て各種無線装置からの情報を収集す
るとともに分析を行うことで、無線
通信システムの周波数・方式、場所、
時間など多元的な無線状態の把握・
可視化を行う。これにより、無線通

信システムの通信
品質を明らかにす
るとともに、潜在
的なマージンを見
出し、無線利用効
率を究極的に効率
化することが可能
である。
無線ネットワー
ク品質予測・推定
技術は、無線センシング・可視化技
術により得られた情報を基に、機械
学習を活用して周辺環境や端末位置
などにより時々刻々と変化する無線
通信品質を予測・推定する。これに
より、アプリケーション要件に合わ
せたネットワーク環境の事前準備を
行い通信品質劣化や通信断の回避や
接続ネットワークの自動選択等の
QoS/QoE維持に必要なアクションを
とることが可能である。
無線ネットワーク動的設計・制御

技術では、無線ネットワーク品質予
測・推定技術により得られた通信品
質情報に基づき、無線ネットワーク
の動的構成や複数無線ネットワーク
の切り替え・協調制御、端末の無線
接続に対する制御・最適化を行う。
これにより、従来固定的であった無

線基地局位置・運用パラメータや特
定無線通信規格の利用、与えられた
電波伝搬環境の活用という前提から
脱却し、必要な場所や時間に無線
ネットワークがダイナミックに用意
される世界を実現する。

Cradio®では、上述の複数技術を
様々な外部システムと連動させること
で冒頭に記載した目的達成をめざす。

NTTグループでは、地震や豪雨
などの大規模災害時における臨時回
線の確保するために、災害対策用衛
星通信システムを運用している。発
災時の人命救助や早期復旧に向けた
初動対応時に本システムの端末を被
災地に設置し、電話回線やWeb171
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図１　Cradio®概要

災害対策用衛星通信システム
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接続環境を提供しており、2024年
1月に発生した能登半島地震の被災
地でも運用した。
本システムは、衛星通信システム
は被災地などに設置する端末局，通
信衛星、および地上インフラと接続
する基地局から構成される。
災害の大規化・広域化により基地
局自体の被災や故障等によりシステ
ムが機能不全になることも想定され
る。そこで被災地での初動の迅速化，
および耐災害性の向上する新規端末
局を開発した（図２）。
新規端末局は初動の迅速化に向
け、①アンテナの簡易組立（可搬性
向上）機構を有する（図３）。また
基地局からの制御信号を参照し、
Ku帯静止衛星利用に必要なアンテ
ナの指向方向誤差 2度以下を実現
する高精度アンテナ自動方向調整機
能も有する。さらに基地局が使えな
い場合でも最低限の通信回線を確保
する②端末・端末間直接通信機能を
有する。直接通信時は基地局からの
制御信号を参照せず、隣接する複数
衛星のビーコン信号を参照し、相対
位置から所望衛星にアンテナの指向

方向を自動調整する。今後、随時
フィールド導入を推進していく。

オペレーション業務は RPA等の
DXツールの普及により業務現場で
の DXが推進されている。しかし、
個々の案件や業務現場に適した運用
が多く、優良施策を幅広く組織展開
することが課題となる。業務改善支
援技術は、業務現場と業務デザイン
組織一体となり DXサイクルを実現
するための技術を実現した。（図４）
業務デザイン組織が現場業務の理解
促進を行い、優良施策の案件に適合
した業務プロセスの発見を実現する
ため、次の 2つの機能を持つ。
（1）類似度算出機能
様々な現場での業務作業について
類似性を比較し定量的に評価する。
（2）説明文書付与機能
機械的に取得した操作ログから操
作手順をマニュアルとして生成する。
業務改善支援技術を導入すること
により企業 /組織の「あるべき姿」
への変革に向けた持続的な DXを実
現する。

様々な DXツールを作成し、業務
を改善する取り組みが急速に広がり
を見せている。しかし、そのような

ツールの作成には時間とコストがか
かり、また業務システム自体の改修
が必要になる場合もあるため、DX
化の阻害要因になっている。そこで、
業務のやり方に適した DXツールを
手軽に作成可能にする「連携ナビ
ゲーション基盤」（図５）を実現した。
（NTT グループ導入予定）
本基盤は、DXツール上で新しい
業務プロセスを構築する際に必要と
なる既存システムなどとの連携を、
汎用的かつ共通的に実現する仕組み
を提供する。すなわち、システム画
面の操作対象（テキストボックスやボ
タンなど）に対して、一元的な自動
操作を可能とする機能と、システム

画面を監視し事前に登録した業
務状況（操作パターン）をリア
ルタイムに検出する機能を持つ。
連携ナビゲーション基盤の機
能を活用することで、業務プロ
セスや業務システムの差異を吸
収し、自身の業務のやり方に最

適なDXツールが簡易に作成できる
ようになる。例えば、“多様な業務環
境に適した” UIの提供や、複雑かつ
高度な業務フローを“柔軟に取り扱
うこと”が可能になり、オペレータ
の業務に合わせた支援が可能になる。
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図４　業務改善支援技術
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図２　災害対策用衛星通信システム
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